ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その１２
ドイツ光学産業の「独壇場の百年」と「再統一後の急回復」は、なぜ可能だったのか？
（O Plus E光学専門誌2013年1月新春特別号　草稿rev7）
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　日本のカメラは今、世界の市場を独占している。　また、ドイツ光学産業はこういった隆盛な日本のカメラ産業を脅かすものではない
。しかし、安閑とばかりはしていられない。「新技術を次々と開発し、それらを様々に組み合わせて高度な機器を生み出し、その有用性を広く世界に問うていく力」、簡単に言えば「Innovability」において、日本の光学産業はドイツ光学産業にリードを許してしまったのではないか。新春の雰囲気にはそぐわないかもしれないが、この小文では、そういう話をしてみよう…。

2012年7月9日　この日をドイツ人、とくにドイツ光学産業に関わる人々は感慨をもって迎えたことだろう。この日、半導体世界最大手のインテル（米）が半導体露光装置世界最大手のASML（蘭）に最大41億ドルを投資すると発表した。詳しい説明
 は本誌読者諸氏には要らないだろうが、それはドイツ光学産業の歴史にとって「復興」記念日-- 「史上最も精密な光学機器」と称される半導体露光装置の光学系を生み出すことができる最高度の社会科学と自然科学を、ドイツ光学産業界が取り戻しその回復ぶりが確認できた日だ。
　この「感慨」を共感するために、ドイツ光学産業の170年弱の歴史を概観してみよう。それは三期に分けて考えることが出来る。「独壇場の百年間」「東西分裂に伴う低迷の50年間」「1990年のドイツ再統一後の回復期」の三期だ。以下、順に説明する。
　産業革命後に始まった光学産業はドイツに花開いた。その黎明期から百年間、ドイツのひとり舞台・専売特許だった。即ち1846年11月17日にイエナ大学の傍らにカール・ツァイス工房が創業した日から、中興の祖エルンスト・アッベ（1840生-1905没 イエナ大学教授（光学）にしてPartnership論研究家）がCarl Zeiss Stiftung（財団Partnership）を設立した1889年5月19日を経て、第二次大戦後のソ連とアメリカによるドイツ人光学科学技術者の争奪戦 – 即ち、戦後の欧州東西分割で光学技術をソ連に奪われることを恐れたアメリカ軍が、イエナ（東独領内）にソ連軍が迫る1945年6月24日25日に、ツァイス社84人とショット社41人の科学者技術者とその家族を、イエナからオーバーコッヘン（西独領内）に移すという「離れ業」をやってのけた日までの百年間
、光学産業はドイツのひとり舞台・専売特許だった。
　しかし1945年第二次大戦終結後、東西分裂に伴ってドイツ光学産業は50年間低迷が続いた。この「隙（すき）」をついて発展したのが日本の光学産業、ことに日本のカメラ産業であると言えよう。

　その後ドイツ光学産業は、カメラ産業を除いて回復期を迎える。1989年ベルリンの壁崩壊、1990年ドイツ再統一、1991年カール・ツァイス・オーバーコッヘンとカール・ツァイス・イエナの再統合。1996年その再統合Carl Zeiss StiftungがASMLに半導体露光装置光学系を供給開始し、2012年、冒頭に挙げたJuly 9thが訪れる。July 9thはドイツ人にとって、アメリカ人にとってのJuly 4th（独立記念日）と同じくらい重要な日になるかも、といったら大袈裟か…。
さて、彼らの独壇場・急回復は何故可能だったのか　この質問に対する答えは、私がここ10年余り研究しているPartnership（ドイツ語ではPartnerschaft）という事業主体形態が導き出してくれる･･･のだが、このPartnership、一見簡単そうだが実は日本人にとってはチンプンカンプンだ
。何故ならば、その根底には、西洋独特のuniversalism（多様にして一つ。 欧州連合憲法草案の表現では“United in diversity”）という、キリスト教をルーツとするパラドクシカルな社会哲学原理があり、その表層には、「これでは公平性が保たれないぞ」と日本人なら疑問を呈したくなる様な税法･会計法・会社法が出てくるからだ。
もう一つの事業主体形態であるCorporateは、典型的には「株式会社」として使われているので、日本人もよく知っている。それは主に19世紀20世紀の英米で近代合理主義のもとに発達したので、「宗教性」は入る余地がほとんどない
。合理的に理性のみで扱える。従って日本人 -- 1867年明治開闢以来「和魂洋才」の方針の下、洋魂である西洋精神性は脇に置いて西洋の軍備や科学技術だけを吸収しようとした日本人にとっては「理解」しやすい。
そう、日本人は「理解」する能力には長けている。けれども「理」も「非理」も含めてunderstand、つまり「～～の下に立つ」能力 – それは「洋魂」の一大特徴。極端には「敵を愛する」ことさえ彼らは自らに課す– この能力は未開発だ。従ってPartnershipは日本人にとってその根本から末節まで「分からない」概念だらけだ。
だからこの小文で「簡単に話せ」といわれても、「掛け算九九も覚束ない段階で微分積分を説明する」様なことに陥る。…というか、そもそも話を聞いて「理解」できる事柄ではない。読者は「独壇場・急回復の謎」の答えを一刻も早く知りたいだろうが、ここではCarl Zeiss Stiftungに備わっていて、かつ、Partnershipに特徴的な概念である利益持率（profits interest、Gewinnbeteiligungs（独））に限って取り上げることにする。サワリだけだがヒントにはなるだろう。しかし、くれぐれも「理」の範囲で「解」しようとしてはいけない。
Carl Zeiss Stiftung定款をアッベが作成した1896年　つまり19世紀末は、欧米において近代資本主義がハッキリと形を表し、有産階級と無産階級という対立関係が顕著になった時代だった。有産階級は工場設備や原料という有体資産（corporeal asset）を用意し、無産階級はそこに「賃労働wage labor」を提供し、両者による「大量生産」が行われる様になった。有産階級は利潤を獲得し、無産階級は賃労働の対価として時間給を獲得したが、ある程度の人身拘束を伴った時間労働を課され、有産階級と対立を深めていった。これを緩和するために、労働組合・労働争議・労働基準の法整備が進んだ。
しかしCarl Zeiss Stiftungはこの範疇に属さない。何故なら光学産業は「多品種少量」「一品もの」が主であり、「大量生産」はカメラなど僅かしかないからだ。現代的にいえば「光学に関する科学技術の発展によりInnovationを起こすことを目的とする」のがCarl Zeiss Stiftungだ。そこに賃労働はふさわしくない。賃労働者は僅かしかいない。InnovatorもしくはInnovationを志す科学者技術者がいるだけだ。有体資産はもっていないが、知識や技能技術や創造力や発想力といった無体資産（intangible asset）をもったInnovator、Creator、Challengerがいるだけだ。
Carl Zeiss Stiftungは「Innovationの相当の対価」問題に早くも遭遇した。　つまり皆さん良くご存じの「発明対価」問題だ。この問題、日本ではまだ政府知財本部や産業構造審議会などで妙案が見つからない様だが、諸外国では既に解決に向かっている。現代の欧米・アジア諸国のPartnership関連code（慣例法）ではこの問題は解決されている
。それが利益持率（profits interest）だ。
利益持率とは、「プロジェクトが上手くいって利益が出たら、その利益の（例えば）30%をもらう」という「権利」だ。事前に、つまり技術開発を行う前に、開発に取り組む者と会社との間で交渉して取り決める。会社にとっては、色々な新技術を都度購入するのに比べて安価に試せるメリットがあるし、開発に取り組む者にとっては、自分がこれから開発する新技術を事前に売ってしまうのに比べて、それが「大化け」したとき当然もらうべき相当の「分け前」を逸することがなくなるメリットがある。
ことに、色々な高度新技術を組み合わせて「多品種少量」「一品もの」開発を手がける光学産業にとって、この利益持率という仕組みはInnovationを促進する効果が大きい。本誌読者にこれは言わずもがな…だろう。
世界に百年先駆けてこの「Innovation対価」問題に遭遇したアッベは、1875年にツァイス社の社員になった際、純利益の五分の二ないし二分の一を受け取るという契約を取り交わしている。典型的な「利益持率」権利の考え方だ。そして更に、アッベは1896年、世界に百年先駆けてCarl Zeiss Stiftung定款に「利益持率」の条文を盛り込んだ
。
「利益持率」という権利は、Innovationに挑む科学技術者が「相当の対価」を獲得するための優れた制度だ。物理学者アッベはこの先駆的制度を含むCarl Zeiss Stiftung定款を作成した功績により、1886年12月13日にイエナ大学から法学名誉博士号を授かっている。アッベは物理学と法学のdouble degreeなのだ。
しかし19世紀末のドイツでアッベによってこの様にクローズアップされた「利益持率」は、直ぐには広まらなかった。何故なら、20世紀はCorporateにおける有体資本（corporeal capital）と労働者の賃労働（wage labor）の組合せによる「大量生産」が全盛期を迎えた時代であり、Partnershipにおけるventure capitalと科学技術者の研究開発の組合せによるInnovation促進は、まだそれほど必要とされなかったからだ。
それから時代は下り、20世紀末の米国シリコンバレーでIT産業革命が起こり、より良いInnovation促進策を求めて試行錯誤のlaw makingが繰り返される中、再び利益持率が見直され、米国租税法である内国歳入慣例法（US Internal Revenue Code）の中に、関連の法整備が爆発的におこなわれた。アッベがもしこの様子を見たら何というのだろうか。「おまえら、百年遅れてるぜ。」というのかもしれない…。
さて勿論「回復期」にもPartnershipが活用された。　上に述べたのは、創業期のPartnership活用例だが、Carl Zeiss Stiftungは1991年再統合の後の回復期にもPartnershipの利益持率も含めた様々なメリットをフル活用
している。
私も調べ切れていないが、例えば、1990年代のTAP（Trans-Atlantic Partnership）
、冒頭に述べたASMLとの協業、旧東独ドレスデンでのAMD（米）とASML（蘭）との協業、ドイツ政府とドイッチェバンクが策定した「Germany 2020」
計画、あるいは、Carl Zeiss Stiftung関係者が幹事と議長を務める国際標準化委員会ISO TC 172「光学とフォトニクス」、等々において、Partnershipという仕組みが持つメリットが活用され、それは少なからずドイツ光学産業の復興に寄与していると思われる。
世界は今、日本人の想像を遙かに超えて根本社会哲学から社会制度まで激動中、という警告を、新春の雰囲気にはそぐわない話題だったかもしれないが、書かせて頂いた。この小文を読んで頂いて、ドイツ光学産業の成功の要因としてPartnershipあるいは利益持率を強調している様に感じた方がいるとしたら、それは残念ながら読みが浅い、というか「理」の範囲で「解」しようとしている、といわざるを得ない。
ドイツ光学産業成功の要因は彼らの根本社会哲学・社会科学にあるのであって、Partnershipはその現れの一つに過ぎない。換言すれば、表層的制度だけを導入しても機能しない。その根本社会哲学が共有されて始めてPartnershipのメリットを享受出来るのだ。
冷戦は終結した。しかし今現在、次なる社会主導原理はまだハッキリとは見えてこない。社会主義も自由主義ももはや上手く機能しないことは分かった。ベルリンの壁崩壊・ソ連の崩壊・サブプライムショック・リーマンショックと続き、どちらも制度疲労を迎えたことはハッキリした。しかしまだ、次なる主導原理はハッキリと見えてこない…。
この様な混乱をモロに被ったのがドイツだ。社会主義の東ドイツと自由主義の西ドイツが突如再統一した現在のドイツだ。だからドイツの、その中でも再統一ドイツを象徴するCarl Zeiss Stiftungを「深掘り」していけば、次なる社会主導原理が見えてくるのではないか。そんなことを考えながら私はPartnership論研究
に取り組んでいる。
以上。
� 読者は日本の光学産業に不安を感じたかもしれないが、日本のカメラ産業は今もこれからも安泰だろう。少なくともツァイスのカメラは日本の脅威とはならない。その理由は、本文を読み進んで頂くと分かるが、カメラが「多品種少量」「一品もの」でなく「大量生産」ものだからであり、「多品種少量」「一品もの」の開発にはPartnershipが適しているが、「大量生産」にはCorporate（典型的には株式会社）が適しているからだ。


2003年9月29日に来日したツァイス社の当時の社長であるディーター・クルツ氏をインタビューした『独ツァイスの逆襲』という日経新聞記事によれば、「西独ツァイスはニコンなどの日本勢に押され、1970年代前半に民生カメラの開発・生産から撤退。冷戦終結を受けて91年には東西ツァイスを統合、東独側でもカメラ生産から撤退した。」とあり更に「今後も民生用カメラからは撤退。高価なレンズや業務用機器に特化する。」としている。


ただ、記事の最後は警告的だ。「半導体向けリソグラフィー・オプティクス製品では提携先の蘭ASMLとの合算でニコン、キヤノンを抜いて昨年（2002年）シェア一位となった。逆襲は始まったばかりだ。」とある。


� 1980年代1990年代は、半導体露光装置（ステッパー）の世界シェアをニコンとキヤノンの日本勢が独占していた。インテルはニコンのステッパーを使っていたし、ASML（1985年創業）の存在感はほとんど無かった。ところが1989年のベルリンの壁崩壊後まもない1996年、256MのDRAM露光用のステッパー光学系を、ドイツ再統一の象徴的存在である再統合Carl Zeiss StiftungがASMLに供給開始するや状況は一変する。日本勢は急激に世界シェアを落としていき、ASMLは世界シェア90%に届く所まで来た。それでもインテルは最近までニコンのステッパーを優先的に使い続けていたが、遂に2012年7月9日、インテルがASMLに最大41億ドル投資しその15%の株式を取得すると発表した。


� 出典：野藤忠『ツァイス企業家精神』、同『カールツァイスの経営倫理 – エルンスト・アッベの経営思想 --』


� 「Partnerschaftは、決して利害の対立が皆無であることを意味するものではない。逆にそれは、利害対立を前提としており、利害の対立と並行して宿命的な結合性をしかるべく考慮した双方的関係を形成しようと努めるものである。」：ネル・ブロイニング（1890-1991）フランクフルト大学経済哲学教授・イエズス会司祭のコメント。日本的な「無私の和」「敵味方の無い和」とは違い、「有私の和」というか「敵との協業」といった様なものといえるだろう。


� ウェーバーがその著『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』で明らかにした様に、Corporate事業主体の誕生に宗教は大きく関わっているが、時代が下るにつれ「精神のない専門人、心情のない享楽人」が運営するものとなり「宗教」とは無縁のものとなった。


� 開発に取り組む者がその無体資産を会社にcontributeした場合に、その譲渡益が発生したのは何時か、つまり、譲渡したときか実際に利益が生まれたときか、といったことが税法上問題となる。譲渡したときとされると、まだ利益が生まれていないのに譲渡益課税を払う羽目に、開発に取り組む者は陥る。日本の税務当局は、法人税制において発生主義会計による税務会計しか容認せず、こういった不適切な譲渡益課税がしばしば起こる。


� 野藤忠『カールツァイスの経営倫理 – エルンスト・アッベの経営思想 --』、235頁の定款第95条［功労に対する報酬］と257頁の定款第98条［賃金・俸給割増支払（利潤分配制）］などを参照方。


� Partnershipには利益持率以外にも「租税回避 tax shelter」 など色々なメリットがある。この「租税回避 tax shelter」を「脱税」などと誤訳する英和辞書も散見されるが、それは誤解。米国最高裁1935年Gregory v. Helveringでは「経済的実体（economic substance）を持った租税回避は合法」というcommon lawが確立している。


� TAPとは、冷戦終結後の東欧の自由化および復興を支援することを目的とした欧米間のCross Border Partnership。「即時全額損金算入（full expensing）」「損金のcross border pass through」などを活用した「投資の税優遇」により、多くの（米）民間資金が東欧復興資金となった。米国では、TAPはある意味TPPのパイロット版の様な位置づけとなっている。


� Germany2020計画では、Project経済（つまりPartnership経済）の規模を2020年にはドイツGDPの15%（2007年時点では約2%）に高めようと計画している。先進国では通常、農業を除く産業利益はGDPの30％であるから、ドイツは産業利益のちょうど半分をPartnership経済で生み出そうと計画している。ちなみに2007年時点の米国の産業利益の半分は既にPartnership経済で生み出されている（出典：US IRS SOI IBD）。


� 興味を持たれた方はLLC制度研究会 � HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/" �http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/� 参照方。
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